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木 下 克 志 様

[請願者] 下伊那地区平和。人権
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「戦争法」制定に反対する請願

【請願趣旨】

政府は第189回通常国会に、「国際平和支援法案」と「平和安全法制整備法案」の2
法案を提出し、審議が始まっています。

国際平和支援法案は、多国籍軍等の戦争を自衛隊が随時支援できるようにするための恒

久法であり、平和安全法制整備法案は集団的自衛権の行使を可能とするための自衛隊法改

正案など10法案を一括したものです。
いずれも自衛隊の武力行使の条件を整備し、これまで自国防衛以外の目的に行使できな

かった自衛隊の力を、米国等の求めに応じて自由に行使できるようにするものに他なりま

せん。戦争を放棄し、戦力の不保持を定めた憲法に反することは明らかであり、戦争を準

備するための「戦争法案」と言うべきものです。

政府は長年にわたって「憲法第 9条下において許容されている自衛権の行使は(我が国
を防衛するため必要最小限度の範囲にとどまるべき」として、集団的自衛権の行使や他国

軍の武力行使との一体化を憲法違反としてきました。

今回の2法案は、平和憲法下のわが国の基本政策を転換し、戦争を放棄した平和国家日

本のあり方を根本から変えるものであり、とうてい認めることはできません。
日本国憲法第9条は、国際紛争を解決する手段として、国権の発動たる戦争と武力によ

る威嚇又は武力の行使を永久に放棄することを宣言しました。

戦後70年の節日にあたり、日本国憲法の先進的な意義こそを真摯にかみ締めるべきで
九

私たちは、集団的自衛権の行使を容認する閣議決定を速や力ヽこ撤回し、平和安全法制に

かかる2法案の制定を断念することを強く求めるものです。

【請願事項】

貴市議会において、国に対し、集団的自衛権の行使を容認する閣議決定を速や力ヽこ撤回

し、平和安全法制にかかる2法案の制定を断念するよう求める意見書を提出されるよう請

願します。
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平和安全法制整備法を撤回するように関係機関に意見書を提出する

ことを求める請願

請願理由

安倍政権は、2015年 5月 15日、自衛隊の海外活動拡大を図る新たな「平和安全法制」法案を国会に

提出しました。これらの法案は歴代政権が半世紀以上にわたって憲法 9条の解釈として禁じてきた集団

的自衛権行使を可能とするなど、我が国が平和日本として戦後堅持してきた安保政策の歴史的に転換し、

「切れ日なく戦争を可能にする」体制に 180度舵を切る内容です。

歴代の自民党政権は、「憲法 9条の下において許容できる自衛権の行使は、我が国を防衛するための

必要最小限の範囲にとどまるべきものであると解しており、集団的自衛権を行使することは、その範囲

を超えるものであって、憲法上許されない」とし、集団的自衛権の行使は「違憲」としてきました。し

たがって、今回のような憲法の根幹をゆるがす「平和安全法制」法案は、本来なら国会を解散し国民の

信を問うべき重大な政策転換です。それをまとめて、わずか数時間の閣議で決定して国会に提出するこ

とは、民主主義国家として逸脱していると言わざるをえません。

これら「平和安全法制」法案は自衛隊法、武力攻撃事態法、周辺事態法、国連平和維持活動 (PKO)
協力法などの改正 10法案を一括した「平和安全法制整備法案」と、国際紛争に対処する他国軍の「後

方支Jt」 を随時可能とする新法「国際平和支援法案」の2本から構成されています。その一つひとつは

複雑な法案で理解が困難となつており、その法案が 11もあって、煩雑すぎて理解に時間がかかる法案

となっています。どの世論調査を見ても、国民の大半は法案の半分も理解できていません。国の未来を

左右する程の法案であり、国民的に理解し討論する事が重要ですし、そもそも一つひとつが非常に重要

な 11もの法案を、まとめて国会審議するなど、絶対にあってはならないことです。政府は「全ての法

案が密接に関連しているため」などと説明をしていますが、どの法案をとってみても、日本の戦後 70

年の枠組みを方向転換させる程の内容であり、一つひとつ慎重に審議すべき内容です。

憲法の立憲主義 。平和主義に違反し、民主的手法なく決定し、国民の理解・討論がされていない状況

である以上、国においては、「平和安全法制」法案を撤回することを強く要請するものです。

請願事項

「平和安全法制」法案を撤回することを求める意見書を政府及び関係行政官庁宛に提出してください。


